


 

 
 

食品安全基本法 第１１条第１項の食品健康影響評価を行う

ことが明らかに必要でないときについて（「同等以上の性能を

有する試験法」を告示に追加する件） 
 
 

１．概要 

○ 食品に残留する農薬等の成分である物質については、食品、添加物等の規格基準（昭和

34年厚生省告示第370号。以下、「告示」という。） 第１ 食品の部 A 食品一般の成

分規格に、一般規則が定められている。 

○ 告示の一般規則 ５から７で不検出とされるものについては、それぞれの試験法（以下、

「告示試験法」という。）が 告示において定められており、それ以外の代替試験法は 認
められていない。 

○ 一方、告示の第１ 食品の部  Ｄ 各条の ○ 穀類、豆類及び野菜（不検出の場合を含む）

においては、告示試験法のほか、告示に「掲げる試験法と同等以上の性能を有すると認

められる試験法」によることができるとされている。 

○ 試験法を緊急時や加工食品等の食品の多様性に対応できるものとし、また、進歩する分

析技術に対応した試験法の利用も可能にするため、告示試験法として「掲げる試験法と

同等以上の性能を有する試験法」を追加することとしたい。 

○ 試験法の採用に当たっては、厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知「食品中に残留す

る農薬等に関する妥当性評価ガイドラインについて」（平成19年11月15日付け食安発

第1115001号）を適用することとし、これにより「同等以上の性能を有する試験法」で

あることを評価することとする予定。 

○ なお、試験法の検出限界については、厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知「食品衛

生法等の一部を改正する法律による改正後の食品衛生法第１１条第３項の施行に伴う

関係法令の整備について」（平成17年11月29日付け食安発第1129001号）により、対

象物質ごとに示されており、今回の告示改正により、検出限界値を変更するものではな

い。 

 

２．今後の方針 

  食品安全委員会の回答を受けた上で、告示の改正について、所要の手続きを進めるこ

ととする。 










